
立山町の平成２０年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率を公表します。 

 
 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年７月６日法律第１０９号）第３条第１項の

規定により、平成２０年度の決算に係る健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公

債費比率、将来負担比率）、並びに同法第２２条第１項の規定により平成２０年度の公営企業ごとの

資金不足比率を、監査委員の審査に付し、議会に報告し、公表しなければなりません。 
 法律の規定に基づき、公表いたします。 
 
 
１．健全化判断比率 
平成２０年度決算に係る健全化判断比率につきましては、いずれの指標も基準を下回っています。 

                                                                   （単位：％） 

健全化判断比率 平成２０年度 早期健全化基準 財政再生基準 

①実質赤字比率 － １４．１０ ２０．００ 
②連結実質赤字比率 － １９．１０ ４０．００ 
③実質公債費比率 １７．７ ２５．００ ３５．００ 
④将来負担比率 ２１４．２ ３５０．００  
※赤字額がないため、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は「－」と表示しています。 
 
 
２．資金不足比率 
 平成２０年度決算において資金不足を生じた公営企業はありません。 
                                                              （単位：％） 

特別会計の名称 ⑤資金不足比率 経営健全化基準 

水道事業会計 － 
２０．０ 地域開発事業特別会計 － 

農業集落排水事業特別会計 － 
※資金不足額がないため、資金不足比率は「－」と表示しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【用語の解説と算定式】 
 
①実質赤字比率 

  一般会計等を対象とした実質赤字額の標準的な財政規模に対する比率を示す。 
 

         一般会計等の実質赤字額 
実質赤字比率 ＝  
            標準財政規模 

 
②連結実質赤字比率 

  全会計の赤字と黒字の合算額の標準的な財政規模に対する比率を示す。 
 
 
 
 
 

③実質公債費比率 

  一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準的な財政規模に対する比率を示す。 
 

         （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 
         （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
実質公債費比率 ＝ 
（３か年平均）  標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 
④将来負担比率 

  一般会計等が将来負担すべき額（地方債残高等）の標準的な財政規模に対する比率を示す。 
 

         将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る 
                基準財政需要額算入見込額） 
将来負担比率 ＝ 
         標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 
⑤資金不足比率 

  公営企業の資金不足を、公営企業の財政規模である料金収入の規模と比較して指標化したもの。 
 

 

 

           連結実質赤字額 
連結実質赤字比率 ＝  
            標準財政規模 

         資金の不足額  

資金不足比率 ＝ 
         事業の規模 


